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中期的な財政見通しについて 
（令和６年度当初予算（一般会計）ベース） 

 

１ 基本的な考え方 

中期的な財政見通しは、令和６年度当初予算案編成時点における経済情勢や地方財政制度などを

前提とした一定の仮定の下、当面の財政見通しを機械的に試算したもので、中期的視点に立った財

政運営を検討していくための参考とするものです。 

 

２ 試算の期間 

令和６年度から令和９年度までの４年間としています。 

 

３ 試算方法 

(1) 前提条件 

経済成長率については、「中長期の経済財政に関する試算（R6.1.22 内閣府）」における名目経

済成長率により設定しています。 

令和７年度以降の東日本大震災からの復興事業については、継続が必要な被災者支援事業等に

要する経費を計上するとともに、令和６年度と同様の内容で国の財政支援が継続されるという前

提で試算しています。 

 

(2) 推計方法 

歳 
 
 

入 

県 税 ・名目経済成長率を基礎として推計 

地方交付税 ・普通交付税は、令和７年度以降の実質的な地方一般財源総額を令和６年

度と同額と仮定して推計 

・震災復興特別交付税は、東日本大震災からの復興事業に要する歳出の増

減見込みを反映して推計 

国庫支出金 ・国庫補助事業の歳出の増減見込みを反映して推計 

県 債 ・臨時財政対策債は、普通交付税と同様の方法で算出 

・その他の県債は、現行制度（起債対象事業、充当率、財政措置など）を

前提に、歳出の増減見込みを反映して推計 

その他の収入 ・令和６年度当初予算をベースに、歳出の増減見込みを反映して推計 

 

歳 
 
 

出 

義務的経費 ・人件費は、職員数の増減を反映して推計 

・扶助費は、対象者数の動向等に応じた歳出の増減見込みを反映して推計 

・公債費は、既発債は確定元利金を、新発債は想定元利金を反映して推計 

投資的経費 ・「新・宮城の将来ビジョン」における各年度の普通建設事業費と災害復

旧事業費の予定事業費を基に、歳出の増減見込みを反映して推計 

その他の経費 ・歳出の増減見込みを反映して推計 

※社会保障関係経費には、幼児教育・保育の無償化や高等教育の修学支援等に要する経費

を含む 

 

４ 試算結果 

試算の結果、期間を通じて、歳出に見合った歳入を確保することができないため、県の貯金に相

当する財政調整関係基金の取崩しによって、収支を均衡させることが余儀なくされます。 

このため、決算剰余金を考慮に入れた場合でも、最終年次である令和９年度末には、財政調整関

係基金残高は約６５億円まで減少する見通しです。 

また、経済・物価や地方財政計画の動向などによっては、財源不足が更に拡大する可能性もあり

ます。 
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（単位：億円）

区   分 令和6年度（2024年度） 令和7年度（2025年度） 令和8年度（2026年度） 令和9年度（2027年度）

通常 震災 通常 震災 通常 震災 通常 震災

歳入 A 10,118 9,957 161 10,104 9,970 134 9,889 9,811 78 10,074 10,013 61

県税 3,206 3,206 0 3,313 3,313 0 3,331 3,331 0 3,364 3,364 0

地方交付税 1,578 1,569 9 1,506 1,499 8 1,462 1,457 5 1,423 1,418 5

普通交付税 1,541 1,541 0 1,471 1,471 0 1,429 1,429 0 1,390 1,390 0

特別交付税 37 28 9 36 28 8 33 28 5 33 28 5

国庫支出金 884 857 27 888 866 21 813 806 7 819 814 6

県債 685 685 0 680 680 0 683 683 0 844 844 0

47 47 0 45 45 0 44 44 0 42 42 0

その他の収入 3,765 3,639 126 3,716 3,612 105 3,600 3,534 66 3,624 3,573 51

歳出 B 10,238 10,061 177 10,226 10,087 139 10,006 9,893 113 10,194 10,127 67

義務的経費 3,712 3,667 45 3,595 3,566 29 3,646 3,599 47 3,650 3,634 16

人件費 2,133 2,122 11 2,032 2,023 9 2,093 2,091 2 2,021 2,018 3

扶助費 503 500 3 516 514 3 530 528 2 544 542 2

公債費 1,077 1,046 32 1,047 1,029 18 1,022 980 43 1,086 1,075 11

投資的経費 1,240 1,230 10 1,268 1,258 10 1,202 1,199 3 1,405 1,402 3

普通建設事業費 1,165 1,156 9 1,208 1,199 8 1,166 1,165 1 1,368 1,367 1

災害復旧事業費 75 73 2 60 58 2 37 35 2 37 35 2

その他の経費 5,286 5,165 122 5,363 5,263 100 5,158 5,095 64 5,139 5,091 48

うち社会保障関係費 1,532 1,532 0 1,575 1,575 0 1,620 1,620 0 1,660 1,660 0

収支 A-B=C △120 △104 △16 △122 △117 △5 △117 △82 △35 △120 △114 △6

（参考）取組効果額 34 34 0 29 29 0 28 28 0 22 22 0

D 120 104 16 122 117 5 117 82 35 120 114 6

財政調整関係基金年度末残高

決算剰余を考慮しない場合

決算剰余を考慮した場合

※（）内は令和5年度標準財政規模（4,849億円（令和6年2月時点））に対する比率
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■　中期的な財政見通しの試算（令和６年度当初ベース）

うち臨時財政対策債

財政調整関係基金取崩し

264 142 25

14,284 13,948 13,652

9,241

13,460

臨時財政対策債残高 5,209 4,874 4,526 4,219

臨時財政対策債以外の残高
※（）内は令和5年度標準財政規模
（令和6年2月時点）に対する比率

9,075 9,074 9,126

115

県債残高の増減 △365 △336 △296 △192 

臨時財政対策債以外 △32 △1 52

表示単位未満四捨五入等端数調整のため、計算が一致しない場合があります。

地方一般財源総額は、地方財政対策の動向次第で、大幅な変動があり得ます。

財政調整関係基金年度末残高及び県債残高については、令和5年度2月補正（第5号）反映後の残高から普通会計・決算統計ベースで試算しています。

財政調整関係基金年度末残高は、決算剰余による基金積み戻し額（40億円）を加味した場合についても併せて推計しています。

県債残高（臨時財政対策債以外の残高）は、標準財政規模に対する比率が200%を超えないよう適正管理に努めることとしています。
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■ 収支及び財政調整関係基金残高の見通し
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財政調整関係基金年度末残高
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■ 県債残高の見通し
臨時財政対策債
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適正管理目安
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